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まえがき 

 

本書類は，「発電用火力設備に関する技術基準を定める省令」（平成 9 年 3 月 27 日通商産業省令

第 51 号）を準用する設備に対して十分な強度を有することを確認するため以下により構成される。 

 

第一部 発電用火力設備の技術基準による強度評価の基本方針 

第二部 発電用火力設備の技術基準による強度評価方法 

第三部 発電用火力設備の技術基準による強度評価書 
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第一部 発電用火力設備の技術基準による強度評価の基本方針 
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1. 概要 

本書類は，「実用発電用原子炉及びその附属施設の技術基準に関する規則」(平成 25 年 6 月

28 日原子力規制委員会規則第 6号) (以下「技術基準規則」という。)第 48条第 3項及び第 78

条第 1項に基づき，Ⅴ-1-1-7「発電用原子炉施設の火災防護に関する説明書」又はＶ-1-9-1-1

「非常用発電装置の出力の決定に関する説明書」で「発電用火力設備に関する技術基準を定め

る省令」(平成 9 年 3 月 27 日通商産業省令第 51号)(以下「火力省令」という。) を準用する設

備として対象としている設計基準対象施設又は重大事故等対処設備に施設する内燃機関が，十

分な強度を有することを確認するための強度評価方針について説明するものである。 
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2. 強度評価の基本方針 

設計基準対象施設又は重大事故等対処設備に施設する内燃機関については，技術基準規則第

48 条第 3 項及び第 78 条第 1 項に基づき，火力省令第 25 条から第 29 条の規定を準用し，強度

評価においては，火力省令第 25 条第 3 項を適用する。また，「実用発電用原子炉及びその附属

施設の技術基準に関する規則の解釈」(平成 25年 6 月 19 日原規技発第 1306194 号)第 48 条第 5

項において，火力省令の準用に当たっては，「発電用火力設備の技術基準の解釈」(平成 25 年 5

月 17 日 20130507 商局第 2 号)(以下「火力基準解釈」という。)の該当部分によることが規定さ

れている。 

よって内燃機関については，火力省令第 25条第 3項を受けた火力基準解釈第 39条第 1項第

2 号に基づき，同解釈第 5条を準用した水圧試験による強度評価又は最高使用圧力の 1.5 倍＊の

水圧に耐える強度を有することを確認するための強度計算による評価を実施する。 

上記によらない評価方法により強度評価を実施するものについては、その評価方法により火

力省令に照らして十分な保安水準の確保が達成できることを確認した上で、強度評価を実施す

る。 

 
注記 ＊：火力基準解釈については，平成28年2月25日に一部改正され，材料の許容応力を

求める際の安全率や水圧試験の倍率が見直されているが，より厳しい評価となる

よう改正前の解釈を用いる。 

 

2.1 評価対象設備 

設計基準対象施設又は重大事故等対処設備に施設する内燃機関として，Ⅴ-1-1-7「発電

用原子炉施設の火災防護に関する説明書」又はＶ-1-9-1-1「非常用発電装置の出力の決定

に関する説明書」に基づき，強度評価を実施する設備について以下に示す。 

・非常用ディーゼル発電機内燃機関 

・高圧炉心スプレイ系ディーゼル発電機内燃機関 

・常設代替高圧電源装置内燃機関 

・緊急時対策所用発電機内燃機関 

・ディーゼル駆動消火ポンプ内燃機関 

 

また，内燃機関に係る燃料設備（燃料配管，燃料タンク及び燃料ポンプ）についても

強度評価対象とする。 

 



 

3 

 

N
T
2
 
補
③

 Ⅴ
-
3
-別

添
4
 
R1
 

2.2 評価方法の選定 

強度評価については，火力基準解釈第 39 条第 1項第 2 号にて，同解釈第 5条(水圧試験)

を準用することが規定されている。 

ただし，当該機種と同一の材料及び構造を有する内燃機関ケーシングにおいて火力基準

解釈第 5 条を満たす水圧試験の実績を有するもの並びに最高使用圧力の 1.5 倍の水圧に耐

える強度を有することが強度計算等で確認できるものについては，水圧試験を要しないこ

とが規定されている。 

よって，上記規定のいずれかの方法により強度評価を行うこととするが，評価対象設備

において水圧試験の試験結果があるもの並びに評価対象設備と同一の材料及び構造を有す

る内燃機関ケーシングにおいて火力基準解釈第 5条を満たす水圧試験の試験結果があるも

のについては，それらの試験結果の確認により強度評価を実施する。また，管については，

最高使用圧力の 1.5 倍の水圧に耐える強度を有することを強度計算で確認する。 

なお，開放型タンクについては，最高使用圧力が O MPa であることから耐圧部分に該当

せず火力基準解釈第 5 条要求に該当しないものの，消防法に準じた水圧試験を実施するこ

とを確認する。 
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第二部 発電用火力設備の技術基準による強度評価方法 
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1. 概要 

本書類は，第一部「発電用火力設備の技術基準による強度評価の基本方針」に基づき，非常

用ディーゼル発電機の内燃機関，高圧炉心スプレイ系ディーゼル発電機の内燃機関，常設代替

高圧電源装置の内燃機関，緊急時対策所用発電機の内燃機関，ディーゼル駆動消火ポンプの内

燃機関及び内燃機関に係る燃料設備 (燃料配管，燃料タンク及び燃料ポンプ) が十分な強度を

有することを確認するための強度評価方法について説明するものであり，強度評価方法及び強

度評価書のフォーマットにより構成する。 
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2. 強度評価方法 

「発電用火力設備の技術基準の解釈」(平成 25 年 5 月 17 日 20130507 商局第 2 号)(以下「火

力基準解釈」という。)の第 39条第 1 項第 2号に基づき，以下の(1)に示す火力基準解釈第 5条

の水圧試験を実施することによる強度評価を基本とする。 

ただし，評価対象設備と同一の材料及び構造を有する内燃機関ケーシングの水圧試験の試験

結果があるものについては，(2)に示す水圧試験の試験結果の確認により強度評価を実施する。

また，管については，(3)に示す強度計算により強度評価を実施する。 

 

(1) 水圧試験 

火力基準解釈第 5 条の水圧試験に耐え，これに適合するものであることを確認する。 

 

(2) 内燃機関ケーシングの水圧試験 

当該機種と同一の材料及び構造を有する内燃機関ケーシングにおいて火力基準解釈第5条

を満たす水圧試験の実績を有するものについては，その結果を確認する。 

 

(3) 強度計算 

火力基準解釈第5条の水圧試験に耐える強度を有することを強度計算により確認する。 

 

2.1 水圧試験 

内燃機関のうち水圧試験により評価を実施するものについては，火力基準解釈第 5条に

基づき，最高使用圧力の 1.5 倍以上の水圧まで昇圧した後，適切な時間保持したとき，こ

れに耐えることを確認する。また，上記試験に引き続き最高使用圧力以上の水圧で点検を

行ったときに，漏えいがないものであることを確認する。 

試験条件を以下に示す。 
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名  称 

最高使用

圧力 

(MPa) 

耐圧試験 

倍率 

耐圧試験 

圧力 

（MPa） 

そ
の
他
発
電
用
原
子
炉
の
附
属
施
設 

(

非
常
用
電
源
設
備) 

非常用ディーゼル発電機燃料油デイタン

ク 
静水頭 (注1) 

非常用ディーゼル発電機燃料移送ポンプ 1.0 
（注5）

1.5以上 
1.5以上 

軽油貯蔵タンク 静水頭 (注4) 

高圧炉心スプレイ系ディーゼル発電機燃

料油デイタンク 
静水頭 (注1) 

高圧炉心スプレイ系ディーゼル発電機燃

料移送ポンプ 
1.0 

（注5）

1.5以上 
1.5以上 

常設代替高圧電源装置燃料油サービスタ

ンク 
静水頭 (注4) 

常設代替高圧電源装置燃料移送ポンプ 1.0 
（注5）

1.5以上 
1.5以上 

緊急時対策所用発電機燃料油サービスタ

ンク 
静水頭 (注4) 

緊急時対策所用発電機給油ポンプ 0.5 
（注2）

1.5以上 
0.75以上 

緊急時対策所用発電機燃料油貯蔵タンク 静水頭 (注4) 

可搬型設備用軽油タンク (注3) 

そ
の
他
発
電
用
原
子
炉
の
付
属
施
設

(

火
災
防
護
設
備) 

ディーゼル駆動消火ポンプ内燃機関 
（注5）

1.5以上 
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名  称 

最高使用

圧力 

(MPa) 

耐圧試験 

倍率 

耐圧試験 

圧力 

（MPa） 

そ
の
他
発
電
用
原
子
炉
の
付
属
施
設

(

補
機
駆
動
用
燃
料
設
備) 

可搬型設備用軽油タンク 静水頭 (注4) 

ディーゼル駆動消火ポンプ用燃料タンク 静水頭 (注1)  

（注 1）消防法に準じた水圧試験に合格している。 

（注 2）火力基準解釈第 5 条の水圧試験による試験結果を確認する。 

（注 3）本設備は，その他発電用原子炉の附属施設(補機駆動用燃料設備)と兼用する。 

（注 4）消防法に準じた水圧試験を実施する。 

（注 5）火力基準解釈第 5 条の水圧試験を実施する。 
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2.2 内燃機関ケーシングの水圧試験 

内燃機関ケーシングの水圧試験の実績により評価を実施するものについては，火力基準解

釈第 39 条第 1 項第 2号において，「当該機種と同一の材料及び構造を有する内燃機関ケーシ

ングにおいて火力基準解釈第 5条を満たす水圧試験の実績を有するもの」にあっては水圧試

験を要しないと規定されていることから，圧力バウンダリとして主要な耐圧部である内燃機

関ケーシングの水圧試験の試験結果を確認する。また，水圧試験の実績には，「当該設備と同

一の材料及び構造を有する内燃機関ケーシングにおいて火力基準解釈第 5条を満たす水圧試

験の実績を有するもの」として当該評価対象機種の内燃機関ケーシングにおける水圧試験を

含める。 

試験条件を以下に示す。 

名称 

最高使用 

圧力 

(MPa) 

耐圧試験 

倍率 

耐圧試験 

圧力 

(MPa) 

そ
の
他
発
電
用
原
子
炉 

の
附
属
施
設 

(

非
常
用
電
源
設
備) 

                  (注1) 

非常用ディーゼル発電機 

内燃機関 

(注2) 

0.25 

 

(注3) 

1.5以上 

 

(注2)

0.38以上 

 

                  (注4) 

高圧炉心スプレイ系 

ディーゼル発電機 

内燃機関 

(注2) 

0.25 

 

(注3) 

1.5以上 

 

(注2)

0.38以上 

 

(注5)(注6) 

常設代替高圧電源装置 

内燃機関 

0.19 

 

1.5以上 

 

0.29以上 

 

               (注6)(注7) 

緊急時対策所用発電機 

内燃機関 

0.19 

 

1.5以上 

 

0.29以上 

 

（注 1）非常用ディーゼル発電機内燃機関に附属する冷却水設備として非常用ディーゼル発電機冷

却水ポンプを含む。 

（注 2）SI 単位に換算したものである。 

（注 3）SI 単位に換算前の最高使用圧力及び耐圧試験圧力による耐圧試験倍率を示す。 

（注 4）高圧炉心スプレイ系ディーゼル発電機内燃機関に附属する冷却水設備として高圧炉心スプ

レイ系ディーゼル発電機冷却水ポンプを含む。 

（注 5）内燃機関に附属する冷却水設備として常設代替高圧電源装置冷却水ポンプを含む。 

（注 6）ケーシングとしてシリンダカバーにおける圧力を記載する。 

（注 7）内燃機関に附属する冷却水設備として緊急時対策所用発電機冷却水ポンプを含む。 
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2.3 強度計算方法 

内燃機関のうち強度計算を実施する管については，火力基準解釈第 39 条第 1 項第 2 号ロ

に定める強度計算において，火力基準解釈第 12 条第 1 項第 7 号に記載されている計算式を

準用し，内燃機関の管として最高使用圧力の 1.5 倍の水圧に耐える強度を有することを確認

する。なお，強度計算に用いる最高使用圧力は 1.0 倍の値とする。 

また，火力基準解釈別表第 1 に記載されている材料の許容引張応力を用いて強度計算する

際に，温度が記載値の中間値の場合は，比例法を用いて許容引張応力を計算し，その場合の

端数処理は，小数第 1 位以下を切捨てた値を用いるものとする。 

強度計算は火力基準解釈に基づき適切な裕度を持った許容値を使用して実施することから，

強度計算に用いる寸法は公称値を使用する。 

フランジについては，火力基準解釈第 13 条第 1 項に規定される日本工業規格等に適合す

るものを使用する。 

 

 

2.3.1 記号の定義 

管の厚さ計算に用いる記号について，以下に説明する。 

 

 
記号 単位 定 義 

管
の
厚
さ
計
算
に
使
用
す
る
も
の 

P MPa 最高使用圧力 

σa N/mm2
最高使用温度における火力基準解釈別表第1に規定する材料の許容引

張応力 

do ㎜ 管の外径 

t ㎜ 管の計算上必要な厚さ 

η - 継手の効率 
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2.3.2 管の厚さの計算 

管の厚さが，以下の計算式から求められる計算上必要な厚さ以上であることを確認する。 

 

区分 適用基準 計算式 

その他管 
火力基準解釈第12条 

第１項第7号 
t = 

Ｐ ｄ
０

２σ
ａ

η＋０．８Ｐ
 

 

(注)継手の効率η 

長手継手の効率は，火力基準解釈第 12 条第 1 項に規定される JIS B 8201 における表

8.2 を用いるが，今回の評価では継手の種類から以下のとおりとする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

継手の種類 

溶接継手の効率 

ボイラー等及び独立節炭器に属する容器

及び管にあっては火力基準解釈第125条及

び第127条第2項第1号の規定に準じて放射

線透過試験を行い，同条第3項第1号の規

定に適合するもの，それ以外のものにあ

っては同解釈第143条及び第145条第2項第

1号の規定に準じて放射線透過試験を行

い，同条第3項第1号の規定に適合するも

の 

放射線透

過試験を

行わない

もの 

突合せ両側溶接又はこれ 

と同等以上とみなされる 

突合せ片側溶接継手 

1.00 0.70 

(注) 
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3. 強度評価書のフォーマット 

3.1 強度評価書のフォーマットの概要 

水圧試験結果のフォーマットは，試験条件及び結果を記載し，強度計算書のフォーマッ

トは，耐圧部分を構成する部材についてフォーマット中に計算に必要な条件及び結果を記

載する。 

 

3.2 記載する数値に関する注意事項 

フォーマットに挙げた諸元のうち，計算に使用しないものや計算結果のないものは，計

算結果表の欄には    として記載する。 

 

3.3 強度評価書のフォーマット 

強度評価書のフォーマットは，以下のとおりである。 

 

FORMAT-I      水圧試験結果 

FORMAT-Ⅱ     内燃機関ケーシングの水圧試験結果 

FORMAT-Ⅲ     管の厚さ計算結果 

 

―



 

 

NT2 補③ Ⅴ-3-別添 4 R0 

FORMAT-Ⅰ  水圧試験結果 

設備区分                         

名  称 
最高使用圧力 

(MPa) 

耐圧試験圧力 

(MPa) 

耐圧試験 

倍率 

耐圧試験 

結果 
評 価 

      

      

      

      

      

      

  

9
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FORMAT-Ⅱ  内燃機関ケーシングの水圧試験結果 

設備区分                         

名  称 
最高使用圧力 

(MPa) 

耐圧試験圧力 

(MPa) 

耐圧試験 

倍率 

耐圧試験 

結果 
評 価 

      

      

      

      

      

      

  

1
0
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FORMAT-Ⅲ 管の厚さ計算結果 

設備区分                         

番号 

最高使用 

圧  力 

(MPa) 

最高使用 

温  度 

(℃) 

材 料

許容引張応力

σa 

(N/mm2) 

外 径

do 

（mm）

厚 さ 

 

（㎜） 

継手の効率 

η 

計算上 

必要な厚さ 

t 

(mm) 

炭素鋼鋼管

の必要最小 

厚さ 

(mm) 

最小厚さ 

 

(mm) 

           

           

           

           

           

           

           

           

           

           

評 価： 

1
1
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第三部 発電用火力設備の技術基準による強度評価書 
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1．概要 

本書類は，第二部「発電用火力設備の技術基準による強度評価方法」に基づき，非常用デ

ィーゼル発電機の内燃機関，高圧炉心スプレイ系ディーゼル発電機の内燃機関，常設代替高

圧電源装置の内燃機関，緊急時対策所用発電機の内燃機関，ディーゼル駆動消火ポンプの内

燃機関及び内燃機関に係る燃料設備 (燃料配管，燃料タンク及び燃料ポンプ) が十分な強度

を有することを確認した結果を示す。 
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2．その他発電用原子炉の附属施設（非常用電源設備）の内燃機関の

強度評価書 

 



 

 

NT2 補③ Ⅴ-3-別添 4 R1 

2.1 水圧試験結果  

設備区分 その他発電用原子炉の附属施設（非常用電源設備）     非常用発電装置 

名  称 
最高使用圧力 

(MPa) 

耐圧試験圧力 

(MPa) 

耐圧試験 

倍率 

耐圧試験 

結果 
評 価 

緊急時対策所用発電機給油ポンプ 0.5 1.0 2.0 良 適合 

 

  

3
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2.2 内燃機関ケーシングの水圧試験結果  

設備区分 その他発電用原子炉の附属施設 (非常用電源設備)     非常用発電装置  

名  称 
最高使用圧力 

(MPa) 

耐圧試験圧力 

(MPa) 

耐圧試験 

倍率 

耐圧試験 

結果 
評 価 

（注 1）

非常用ディーゼル発電機 

内燃機関 

(注2)

0.25 

 

(注2) 

0.40 

 

(注3)

1.6 

 

良 適合 

（注 4）

高圧炉心スプレイ系ディーゼル発電機 

内燃機関 

(注2)

0.25 

 

(注2) 

0.40 

 

(注3)

1.6 

 

良 適合 

               （注5）（注6）

常設代替高圧電源装置 

内燃機関 

0.19 0.40 2.1 良 適合 

               （注6）（注7）

緊急時対策所用発電機 

内燃機関 

0.19 0.40 2.1 良 適合 

（注 1）非常用ディーゼル発電機内燃機関に附属する冷却水設備として非常用ディーゼル発電機冷却水ポンプを含む。 

（注 2）SI 単位に換算したものである。 

（注 3）SI 単位に換算前の最高使用圧力及び耐圧試験圧力による耐圧試験倍率を示す。 

（注 4）高圧炉心スプレイ系ディーゼル発電機内燃機関に附属する冷却水設備として高圧炉心スプレイ系ディーゼル発電機冷却水ポンプを含む。 

（注 5）内燃機関に附属する冷却水設備として常設代替高圧電源装置冷却水ポンプを含む。 

（注 6）ケーシングとしてシリンダカバーにおける圧力を記載する。 

（注 7）内燃機関に附属する冷却水設備として緊急時対策所用発電機冷却水ポンプを含む。 

4
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2.3 強度計算結果 

2.3.1 管の設計仕様 

名      称 

最高 

使用 

圧力 

(MPa)

最高 

使用 

温度 

(℃) 

（注１)

外 径

(mm) 

（注１) 

厚 さ 

(mm) 

材 料 番 号

非
常
用
デ
ィ
ー
ゼ
ル
発
電
装
置 

軽油貯蔵タンク 

～ 

非常用ディーゼル発電機 

燃料移送ポンプ 

1.0 55 

42.7 4.9 SUS304TP 1 

48.6 5.1 SUS304TP 2 

非常用ディーゼル発電機 

燃料移送ポンプ 

～ 

非常用ディーゼル発電機 

燃料油デイタンク 

1.0 55 

42.7 4.9 SUS304TP 3 

48.6 5.1 SUS304TP 4 

非常用ディーゼル発電機 

燃料油デイタンク 

～ 

燃料油フィルタ 

0.20 55 60.5 3.9 
STPT38 

（注 2)

(STPT370)

5 

燃料油フィルタ 

～ 

非常用ディーゼル発電機 

内燃機関 

0.20 55 

60.5 3.9 
STPT38 

（注 2)

(STPT370)

6 

139.8 6.6 
STPT38 

（注 2)

(STPT370)

7 

高
圧
炉
心
ス
プ
レ
イ
系
デ
ィ
ー
ゼ
ル
発
電
装
置 

軽油貯蔵タンク 
～ 

高圧炉心スプレイ系ディーゼ

ル発電機燃料移送ポンプ 

1.0 55 

42.7 4.9 SUS304TP 8 

48.6 5.1 SUS304TP 9 

高圧炉心スプレイ系ディーゼ

ル発電機燃料移送ポンプ 
～ 

高圧炉心スプレイ系ディーゼ

ル発電機燃料油デイタンク 

1.0 55 

42.7 4.9 SUS304TP 10 

48.6 5.1 SUS304TP 11 

（注 1）公称値 

（注 2）（）は新ＪＩＳ記号を示す 
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名      称 

最高 

使用 

圧力 

(MPa)

最高 

使用 

温度 

(℃) 

（注１)

外 径

(mm) 

（注１) 

厚 さ 

(mm) 

材 料 番 号

高
圧
炉
心
ス
プ
レ
イ
系
デ
ィ
ー
ゼ
ル
発
電
装
置

高圧炉心スプレイ系ディーゼ

ル発電機燃料油デイタンク 

～ 

燃料油フィルタ 

0.20 55 60.5 3.9 
STPT38 

（注 2)

(STPT370)

12 

燃料油フィルタ 

～ 

高圧炉心スプレイ系ディーゼ

ル発電機内燃機関 

0.20 55 60.5 3.9 
STPT38 

（注 2)

(STPT370)

13 

0.20 55 139.8 6.6 
STPT38 

（注 2)

(STPT370)

14 

常
設
代
替
高
圧
電
源
装
置 

軽油貯蔵タンク A 

～ 

常設代替高圧電源装置 

燃料移送ポンプ A 

1.0 55 

48.6 5.1 SUS304TP 15 

60.5 3.9 SUS304TP 16 

常設代替高圧電源装置 

燃料移送ポンプ A 

～ 

常設代替高圧電源装置 

燃料油サービスタンク 

1.0 55 

48.6 5.1 SUS304TP 17 

89.1 5.5 SUS304TP 18 

60.5 3.9 SUS304TP 19 

軽油貯蔵タンク B 

～ 

常設代替高圧電源装置 

燃料移送ポンプ B 

1.0 55 

48.6 5.1 SUS304TP 20 

60.5 3.9 SUS304TP 21 

常設代替高圧電源装置 

燃料移送ポンプ B 

～ 

常設代替高圧電源装置 

燃料移送ポンプ B 出口配管 

合流点 

1.0 55 48.6 5.1 SUS304TP 22 

（注 1）公称値 

（注 2）（）は新ＪＩＳ記号を示す  
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名      称 

最高 

使用 

圧力 

(MPa)

最高 

使用 

温度 

(℃) 

（注１)

外 径

(mm) 

（注１) 

厚 さ 

(mm) 

材 料 番 号

緊
急
時
対
策
所
用
発
電
機 

緊急時対策所用発電機 

燃料油貯蔵タンク 2A 

～ 

緊急時対策所用発電機 

給油ポンプ 2A 

0 

45 

60.5 3.9 

STPT370 

(注 2) 

0.5 

60.5 3.9 23 

48.6 3.7 24 

緊急時対策所用発電機 

給油ポンプ2A 

～ 

緊急時対策所用発電機 

燃料油サービスタンク2A 

0 

45 48.6 3.7 STPT370 

(注 2) 

0.5 25 

緊急時対策所用発電機 

燃料油サービスタンク2A 

～ 

緊急時対策所用発電機 

内燃機関2A 

0 45 27.2 2.9 STPT370 (注 2) 

緊急時対策所用発電機 

燃料油貯蔵タンク2B 

～ 

緊急時対策所用発電機 

給油ポンプ2B 

0 

45 

60.5 3.9 

STPT370 

(注 2) 

0.5 

60.5 3.9 26 

48.6 3.7 27 

緊急時対策所用発電機 

給油ポンプ2B 

～ 

緊急時対策所用発電機 

燃料油サービスタンク2B 

0 

45 48.6 3.7 STPT370 

(注 2) 

0.5 28 

緊急時対策所用発電機 

燃料油サービスタンク2B 

～ 

緊急時対策所用発電機 

内燃機関2B 

0 45 27.2 2.9 STPT370 (注 2) 

（注 1）公称値 

（注 2）管の厚さ計算に使用する圧力が 0MPa であり，計算上必要な厚さも 0㎜となるため，計算は

行わない。  
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2.3.2 管の厚さ計算結果 

      設備区分 その他発電用原子炉の附属施設 (非常用電源設備)     非常用発電装置 

番号 
最高使用 
圧  力 
(MPa) 

最高使用 
温  度 
(℃) 

材 料 
許容引張応力

σa 

(N/mm2) 

外 径
do 

（mm）

厚 さ
 

（mm） 

継手の効率
η 

計算上 
必要な厚さ

t 
(mm) 

炭素鋼鋼管
の必要最小

厚さ 
(mm) 

最小厚さ 
 

(mm) 

1 1.0 55 SUS304TP 125 42.7 4.9 1.00 0.17 － 4.28 

2 1.0 55 SUS304TP 125 48.6 5.1 1.00 0.19 － 4.46 

3 1.0 55 SUS304TP 125 42.7 4.9 1.00 0.17 － 4.28 

4 1.0 55 SUS304TP 125 48.6 5.1 1.00 0.19 － 4.46 

5 0.20 55 
STPT38 

(STPT370)(注 1)
92 60.5 3.9 1.00 0.07 － 3.40 

6 0.20 55 
STPT38 

(STPT370)(注 1)
92 60.5 3.9 1.00 0.07 － 3.40 

7 0.20 55 
STPT38 

(STPT370)(注 1)
92 139.8 6.6 1.00 0.16 － 5.77 

8 1.0 55 SUS304TP 125 42.7 4.9 1.00 0.17 － 4.28 

9 1.0 55 SUS304TP 125 48.6 5.1 1.00 0.19 － 4.46 

10 1.0 55 SUS304TP 125 42.7 4.9 1.00 0.17 － 4.28 

評 価：上記鋼管の最小厚さは，すべて計算上必要な厚さ以上である。 

（注 1）（）は新ＪＩＳ記号を示す 

8
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      設備区分 その他発電用原子炉の附属施設 (非常用電源設備)     非常用発電装置 

番号 
最高使用 
圧  力 
(MPa) 

最高使用 
温  度 

(℃) 
材 料 

許容引張応力
σa 

(N/mm2) 

外 径
do 

（mm）

厚 さ 
 

（mm） 

継手の効率
η 

計算上 
必要な厚さ

t 
(mm) 

炭素鋼鋼管
の必要最小 

厚さ 
(mm) 

最小厚さ 
 

(mm) 

11 1.0 55 SUS304TP 125 48.6 5.1 1.00 0.19 － 4.46 

12 0.20 55 
STPT38 

(STPT370)(注 1)
92 60.5 3.9 1.00 0.07 － 3.40 

13 0.20 55 
STPT38 

(STPT370)(注 1)
92 60.5 3.9 1.00 0.07 － 3.40 

14 0.20 55 
STPT38 

(STPT370)(注 1)
92 139.8 6.6 1.00 0.16 － 5.77 

15 1.0 55 SUS304TP 125 48.6 5.1 1.00 0.19 － 4.46 

16 1.0 55 SUS304TP 125 60.5 3.9 1.00 0.24 － 3.40 

17 1.0 55 SUS304TP 125 48.6 5.1 1.00 0.19 － 4.46 

18 1.0 55 SUS304TP 125 89.1 5.5 1.00 0.35 － 4.81 

19 1.0 55 SUS304TP 125 60.5 3.9 1.00 0.24 － 3.40 

20 1.0 55 SUS304TP 125 48.6 5.1 1.00 0.19 － 4.46 

評 価：上記鋼管の最小厚さは，すべて計算上必要な厚さ以上である。 

（注 1）（）は新ＪＩＳ記号を示す 
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      設備区分 その他発電用原子炉の附属施設 (非常用電源設備)     非常用発電装置 

番号 
最高使用 
圧  力 
(MPa) 

最高使用 
温  度 
(℃) 

材 料 
許容引張応力

σa 

(N/mm2) 

外 径
do 

（mm）

厚 さ 
 

（mm） 

継手の効率
η 

計算上 
必要な厚さ

t 
(mm) 

炭素鋼鋼管
の必要最小 

厚さ 
(mm) 

最小厚さ 
 

(mm) 

21 1.0 55 SUS304TP 125 60.5 3.9 1.00 0.24 － 3.40 

22 1.0 55 SUS304TP 125 48.6 5.1 1.00 0.19 － 4.46 

23 0.5 45 STPT370 92 60.5 3.9 1.00 0.17 － 3.40 

24 0.5 45 STPT370 92 48.6 3.7 1.00 0.14 － 3.20 

25 0.5 45 STPT370 92 48.6 3.7 1.00 0.14 － 3.20 

26 0.5 45 STPT370 92 60.5 3.9 1.00 0.17 － 3.40 

27 0.5 45 STPT370 92 48.6 3.7 1.00 0.14 － 3.20 

28 0.5 45 STPT370 92 48.6 3.7 1.00 0.14 － 3.20 

評 価：上記鋼管の最小厚さは，すべて計算上必要な厚さ以上である。 

 

1
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3．その他発電用原子炉の附属施設（補機駆動用燃料設備）の

内燃機関の強度評価書 
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3.1 強度計算結果 

3.1.1 管の設計仕様 

名      称 

最高 

使用 

圧力 

(MPa)

最高 

使用 

温度 

(℃) 

（注１)

外 径

(mm) 

（注１) 

厚 さ 

(mm) 

材 料 番 号

燃
料
設
備 

ディーゼル駆動消火 

ポンプ用燃料タンク 

～ 

ディーゼル駆動消火 

ポンプ内燃機関 

静水頭 40 

27.2 3.9 STPG370 1 

21.7 3.7 STPG370 2 

（注 1）公称値 
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3.1.2 管の厚さ計算結果 

設備区分 その他発電用原子炉の附属施設（補機駆動用燃料設備）     燃料設備  

番号 
最高使用 
圧  力 
(MPa) 

最高使用 
温  度 

(℃) 
材 料

許容引張応力
σa 

(N/mm2) 

外 径 
do 

（mm） 

厚 さ 
 

（mm） 

継手の効率
η 

計算上 
必要な厚さ

t 
(mm) 

炭素鋼鋼管
の必要最小 

厚さ 
(mm) 

最小厚さ 
 

(mm) 

1 静水頭 40 STPG370 92 27.2 3.9 1.0 0.01 － 3.40 

2 静水頭 40 STPG370 92 21.7 3.7 1.0 0.01 － 3.20 

評 価：上記鋼管の最小厚さは，すべて計算上必要な厚さ以上である。 

 1
3
 




